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Ⅰ 調査概要 
 

【調査の目的】 

 この調査は、第２次鳥栖市男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計

画の施策の実施状況を自己点検し、広く市民に公表するとともに、施策へ反映するた

めの資料とすることを目的としています。 

 

 

【調査内容】 

１ 調査対象 

 第２次鳥栖市男女共同参画行動計画（後期計画）に掲げる９６事業 

  基本目標１ 人権尊重に基づく男女共同参画の意識づくり（１８事業） 

  基本目標２ 男女が生き生きと働きともに支える社会づくり（６事業） 

  基本目標３ 男女が自立し安心して暮らせるまちづくり（１８事業） 

  基本目標４ 女性が活躍できる社会づくり（１９事業） 

基本目標５ 配偶者等に対する暴力の根絶 

「鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画」（２２事業） 

  計画推進体制の整備 （１３事業） 

 

 

２ 調査期間 

 平成３１年３月１４日～３月２９日 

 

 

３ 調査項目 

 行動計画及び基本計画に基づく事業について、各担当課において男女共同参画の視

点での実施状況・取組による成果および課題を記載しています。 

 

 

【調査結果の評価方法】 

 各担当課により事業成果及び課題を明らかにした取組状況報告書を作成し、外部委

員会である鳥栖市男女共同参画懇話会から主要事業の評価及び改善策などの提案を

受けます。 

 平成３０年度事業については、男女共同参画行政推進会議及び男女共同参画懇話会

で取組状況を報告し、外部評価を実施します。 
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Ⅱ第２次鳥栖市男女共同参画行動計画（後期計画）の推進状況について 

 

基本目標１ 人権尊重に基づく男女共同参画の意識づくり 
 

数値目標 策定時（Ｈ２８） 現状（Ｈ３０） 目標（Ｈ３４） 

男女共同参画に関する講座等の開催数 68 講座 68 講座 68 講座 

男女共同参画に関する講座等の参加者

数 
1,920 人 3,192 人 2,000 人 

図書館における男女共同参画に関する

資料数 
41 点 41 点 50 点 

女性人材リストの登録者数 24 人 30 人 45 人 

 

主要施策１ 男女共同参画の理解を広める教育・学習の推進 
具体的施策１ 男女共同参画を学ぶ機会の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１ 

人権教育、家事能力向

上・家族の役割と責任

の学習 

 

学校教育課 ●中学校ではキャリア教育の一

環として家庭科の授業の中で

保育学習を行った。 

●各学校において、道徳、特別活

動をはじめ、全教育活動を通

し、男女が互いに尊重し、個性

や能力を認め合い、心豊かな人

間として自立できるよう指導

した。また、男女が協力して取

り組む場面を多く設定し、その

ことが体感できるよう努めた。 

・保育について

実践的に学べ

た。 

・男女が互いに

相手の人格を

尊重し、性差

を理解した上

での協働と、

共感の意識の

醸成につなが

った。 

全教育活動を通

して、男女が協

力し助け合う場

面を多く設定

し、自主的・実

践的な男女の協

力的な態度のさ

らなる育成を図

る。 

具体的施策２ 保育・教育関係者の意識を高める 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２ 

教職員の研修の実施

／話し合いの場の確

保 

 

学校教育課 ●市内中学校ではセクハラ相談

体制が整備されている。 

各学校でセクハ

ラ研修会を実施

しており、セク

ハラ事案は発生

していない。 

今年度も各学

校、教職員を対

象にセクハラ研

修会を実施する

計画である。 

事業番号３ 

保育園・幼稚園にお

ける教育者の研修／

話し合いの場の確保 

こども 

育成課 

●平成３０年度は、園内研修等

で男女共同参画に関する研修

は実施していない。 

平成３１年度実

施に向け検討し

たい。 

平成３１年度

は、県や県保育

会などが実施す

る研修への参加

に取り組む。 

事業番号４ 

生涯学習における教

育者の研修 

 

生涯学習課 ●社会人権・同和教育指導者養

成講座（全８回）にまちづく

り推進センター職員が参加

し、人権に関する研修を受け

た。 

まちづくり推進セ

ンター職員の人権

に対する意識づく

りにつながった。 

平成３０年度と

同様に研修を実

施する。 
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具体的施策 3 自立・職業を育む学習や指導の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５ 

職場体験学習の充実

／進路指導の充実 

 

学校教育課 ●性別にとらわれることなく職

種の学習を行い、実際に職場

体験を通じ将来の職業を見通

し、進学先の選択を指導した。 

 

●各学校で総合的な学習を中心

にマナー検定や進路学習など

によるキャリア教育の実践を

充実させた。 

・個人の能力適

性を重視した

職業や進学先

を選択する職

業観の育成に

つながった。 

・継続的なキャ

リア教育を実

施することが

できた。 

性別にとらわれ

ることなく、個

性や能力に応

じ、進路選択が

できるよう、小

中連携を通し、

キャリア教育の

充実を図る。 

具体的施策４ 男女共同参画意識を高める学習機会の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号６ 

出前講座・講演会の開

催 

市民協働 

推進課 

●出前講座に、男女共同参画につ

いて学ぶ、「知っとるね？男女共

同参画のまちづくり」のメニュ

ーを掲載。H30 年度は、１件実

施した。 

学習機会は提

供しているが、

講座の申し込

みにつながる

工夫が必要で

ある。 

イベントと絡め

て実施するな

ど、講座の開催

につながるよう

な働きかけを行

う。 

事業番号７ 

男女共同参画の視点

での講座・講演会等の

開催 

 

生涯学習課 ●市民を対象に各まちづくり推進

センターで、鳥栖市社会教育指

導員による人権・同和学習会を

開催し、人権意識の高揚を図っ

た。 

 参加者総数：191 人 

●PTA 会員を対象に人権・同和問

題の基本認識及び子どもの人権

について研修会を開催した。 

 日 時：平成 30 年 11 月 30 日（金） 

 参加者：14 人 

●団体会議において、人権・同和

問題の基本認識及び子どもの人

権について研修会を開催した。 

 日 時：平成 30 年 11 月 3 日（土） 

 参加者：85 人 

●民生委員・児童委員を対象に人

権・同和問題の基本認識及び高

齢者の人権について研修会を開

催した。 

 日 時：平成 30 年 11 月 14 日（水） 

 参加者：25 人 

●市内の企業従業員を対象に人

権・同和問題の基本認識につい

て研修会を実施した。 

 日 時：平成 31 年１月 17 日（木） 
・22 日（火） 

 参加者：191 人 

●市民を対象に人権・同和問題に

対する講演会を実施した。 

 日 時：平成 30 年 8 月２4 日（木） 

 参加者：458 人 

人権を尊重す

る社会づくり

を推進するた

め、各種研修会

等により、差別

意識の解消、人

権意識の高揚

に努めた。 

平成３０年度と

同様に研修会等

を開催する。 
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具体的施策５ 学習機会への参加を促進する環境づくり 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８ 

講座等の開催日時の

配慮／託児の実施 

 

 

 

 

 

関係各課 （市民協働推進課、生涯学習

課、商工振興課） 

●託児の実施 

子育て中の人が安心して

催しに参加しやすいように、

託児を実施した。 

・男女共同参画セミナー 

・成人式式典(利用者なし) 

・同和問題講演会(利用者なし) 

・鳥栖で働く女性のためのス

キルアップ講座（エクセ

ル、ライフデザイン） 

・新しい働き方講座 

（市民協働推進課、生涯学習

課、スポーツ振興課） 

●開催日時の配慮 

市民を対象とした講演会

やセミナーなどを開催する

際は、働いている人や育児中

の人も参加しやすいように、

開催する時間帯を考え開催

した。 

 ・男女共同参画セミナー・フ

ォーラム 

 ・各種スポーツ教室 

だれもが参加し

やすい環境を整

えた結果、託児

を利用した参加

者が増えるな

ど、集客につな

がっている。 

引き続き、託児

の実施や開催日

時の配慮を行

い、だれもが参

加しやすいよう

な環境づくりを

行う。 

具体的施策６ 多様な団体への学習機会の提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号９ 

自治会、ＰＴＡ、協議

会等各種団体への情

報提供、講演会等への

参加呼びかけ 

 

関係各課 （市民協働推進課） 

●男女共同参画に関するセミ

ナー・フォーラム開催時に、

関係団体等に働きかけた。 

・鳥栖市男女共同参画懇話会 

・鳥栖市区長会連合会 

・鳥栖市民生委員児童委員 

連絡協議会 

・人権擁護委員協議会 

・鳥栖市議会議員 

・鳥栖市社会教育委員 

・鳥栖市教育委員 

・まちづくり推進協議会 

●各まちづくり推進センター

等の公共施設で、男女共同参

画に関するパンフレットや

ポスターなどで情報の提供

をし、各種講演会等への参加

を呼びかけた。 

ポスターの掲示

のほか、各種団

体の集まりに出

向き、男女共同

参画セミナー・

フォーラムへの

参加推進を図っ

た。 

男女共同参画

に関するセミ

ナー・フォーラ

ムを開催の際

には、各種団体

等へ広く参加

を呼びかける。 
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主要施策２ 男女共同参画の視点に立った広報・啓発の充実 
具体的施策７ 男女共同参画に関する広報 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１０ 

男女共同参画週間等

における特集／男女

共同参画関係法令の

普及啓発・関連事業の

ＰＲ／各種啓発資料

の作成・配布 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画週間（6/23～

29）、女性に対する暴力をな

くす運動期間（11/12～

25）の時期に合わせ、市報

に特集記事を掲載した。 

●女性の審議会等への参画率、

各種セミナー、フォーラムの

開催などについて市報やホ

ームページに掲載した。 

各種セミナー等

の参加者は、市

報やチラシ等を

見て参加した方

が多く、なお一

層の広報が必要

である。 

引き続き、市報

や市ホームペー

ジを活用し、広

く情報提供を行

う。 

具体的施策８ 男女共同参画啓発事業の実施 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１１ 

“男女共同参画フォ

ーラム”の開催／各

種セミナーの開催 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画に関する様々

なテーマでセミナーを開催し

た。（託児実施） 

全８回、参加者総数 194 人 

●第17回男女共同参画フォー

ラムを開催した。 

日時：平成 31 年 1 月 26 日(土) 

演題：地域(みんな)で子育て孫育て 

講師：村上誠さん 

参加者：99 人 

関係する他団体

と共催でセミナ

ー等を開催する

ことで、参加者

の増加につなが

った。 

関係団体等と協

力して、セミナ

ーのテーマや内

容をより充実さ

せる。 

具体的施策９ 男女共同参画に関する情報等の収集及び提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１２ 

意識調査等の結果の

公表／人権・男女共同

参画等に関する情報

の提供 

 

市民協働 

推進課 

●市のホームページ・市報に掲

載した情報 

①セミナー、フォーラムの開

催案内 

②女性相談窓口のお知らせ 

●市のホームページに掲載し

た情報 

①市の女性委員の参画状況

の推移 

②ＤＶに関する相談窓口の情

報 

③デートＤＶ啓発記事 

④男女共同参画社会に関する市

民 意 識 調 査 結 果 報 告 書

（H19・Ｈ24・Ｈ29） 

⑤第２次鳥栖市男女共同参

画行動計画（後期計画） 

⑥男女共同参画懇話会会議

の議事録 

⑦ｾﾐﾅｰ・ﾌｫｰﾗﾑの開催報告 

男女共同参画社

会の実現のた

め、セミナーや

フォーラムの開

催案内だけでな

く、市の現状等

について、情報

提供を行った。 

引き続き、市ホ

ームページ・市

報等を活用し、

広く情報の提供

を行う。 

事業番号１３ 

図書館における男女

共同参画に関する図

書資料等の充実 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

●男女共同参画に関する様々な情

報や図書資料等の充実を図っ

た。 

●男女共同参画週間に合わせて、

６月に男女共同参画に関するテ

ーマ展示を行った。 

多くの来館者に

閲覧、利用して

もらい知識を高

める機会となっ

たがつくられ

た。 

今後も多くの方へ

男女共同参画に関

する資料を紹介す

るため、有効的な

広報、展示に努め

たい。 
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事業番号１３ 

図書館における男女

共同参画に関する図

書資料等の充実 

 

生涯学習課  展示期間： 

6 月 7 日～7 月 4 日 

より一層の選書

を行い偏りのな

い情報提供に努

める。 

事業番号１４ 

人権・男女共同参画等

に関する情報の提供 

 

市民協働 

推進課 

 

生涯学習課 

●人権・男女共同参画等に関す

るパンフレットやポスター

などにより、情報の提供を行

った。 

●12 月の「人権週間」にあわ

せ、市立図書館で女性の人権

などさまざまな人権問題啓

発パネル展を行った。 

 期間：12 月 1 日～12 月 9 日 

来庁（館）者に

閲覧してもら

い、知識を高め

る機会がつくら

れた。 

 

 

引き続き、啓発

を行う。 

具体的施策１０ あらゆる活動への男女共同参画の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１５ 

地域活動への参加促

進／市民活動団体の

情報提供／市民活動

センターへの支援 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画の視点に立っ

た「まちづくり推進協議会」

の活動 

まちづくり推進協議会は、

各地区で作成された１０年

後の将来像を明確にする「ま

ちづくり推進計画」に基づ

き、地域の長所・課題に応じ

た地域ぐるみの事業を展開

している。 

これまでの婦人会（女性の

会）や老人クラブといった性

別や年齢に基づく組織では

なく、目的や課題に応じた組

織（部会制）へシフトするこ

とで、幅広い年齢や男女の意

見が反映できる、市民主体の

地域づくりを目指している。 

●ＮＰＯ、ボランティア活動を

実践されている方や、市民活

動をはじめようとされてい

る方々が、情報交換や、活動

を行うための拠点として利

用できる市民活動センター

に対して、支援を行った。 

幅広い年齢や男

女の意見が反映

できる市民主体

の地域づくりの

ため、より一層

の市民への意識

啓発が必要であ

る。 

市ホームページ

等を利用し、広

く市民への啓発

を行う。 

具体的施策１１ 市民の主体的活動の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１６ 

市民活動団体の支援 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画社会の推進に

関連する活動を行っている

団体 (とす男女共同参画市

民実行委員会）に共催、助言、

講師紹介など活動を支援し

た。  

市民活動団体の

支援を通して、

男女共同参画推

進活動の幅が広

がっている。 

引き続き、とす

男女共同参画市

民実行委員会の

活動に協力して

いく。 
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主要施策３ 男女共同参画を推進する人材の育成 
具体的施策１２ 女性人材情報の収集と提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１７ 

女性人材リストの充

実 

 

市民協働 

推進課 

●女性人材の募集 

市報やホームページによ

る募集を行った 

新規登録者：8 人 

女性人材リスト登録者数（平

成 3１年 3 月 31 日現在）：

３０人 

人材情報の収集

と人材の活用を

進める。 

引 き 続き、市

報・ホームペー

ジ等による人材

の募集を行い、

各課へ女性人材

リストの周知を

行い人材の活用

を進める。 

具体的施策１３ 人材育成事業の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１８ 

男女共同参画に関す

る人材育成セミナー

の開催 

 

市民協働 

推進課 

●女性のための政策参画セミ

ナー（佐賀県男女共同参画推

進リーダー研修会）の開催 

審議会等における女性委

員の割合増を目指すため、女

性の審議会等への参画の意

義などを学ぶためのセミナ

ーを開催した。 

 日時：平成 31 年 2 月 19 日（火） 

 講師：中村路子さん 

参加者：24 人 

対象者： 

女性人材リスト登録者、 

男女共同参画懇話会委員、 

男女共同参画幹事会委員、 

男女共同参画実行委員会委

員 

●男女共同参画に関するフォ

ーラムを開催する際には、女

性人材リスト登録者に直接

案内を郵送し、知識を深める

ため参加について働きかけ

た。 

男女共同参画社

会の推進に関わ

る市民や職員を

対象に、男女共

同参画について

理解を深めても

らう機会になっ

た。 

 

引き続き、セミ

ナーを開催す

る。 
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基本目標２ 男女が生き生きと働きともに支える社会づくり 

 

数値目標 策定時（Ｈ２８） 現状（Ｈ３０） 目標（Ｈ３４） 

女性委員のいない市の審議会等の数 6 7 0 

市の審議会等の女性委員の割合 31.8% 36.4% 40％ 

 

主要施策１ 政策・方針決定過程での男女参画の推進 
具体的施策１４ 市の審議会等への女性の参画促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号１９ 

審議会等委員への女

性参画推進 

 

関係各課 女性委員の参画推進を図るた

め、審議会等新設時及び改選時に

おける事前協議を実施した。 

 女性委員の参画率：3.1％上昇 

改選を迎えた

審議会等に対

して事前協議

を行い、女性

委員の参画率

が上昇した。 

引き続き、所管

課と事前協議

を行い、女性の

参画推進を図

る。 

事業番号２０ 

審議会等への女性参

画促進のための指針

等の周知 

 

総務課 ●審議会委員等への女性の参画率

の目標数値である 40％を達成

するよう各課へ周知徹底を行っ

た。 

 女性の審議会への参画率： 

36.4％ 

目標達成のた

め、さらに周知

徹底が必要で

ある。 

引き続き周知

徹底を図ると

ともに、事前協

議等を徹底し、

目標達成に努

める。 

事業番号２１ 

審議会等の委員の改

選期等における女性

参画についての事前

協議／審議会等への

女性参画状況調査及

び公表 

 

市民協働 

推進課 

●女性委員の登用拡大を図るため、

審議会等新設時及び改選時にお

ける事前協議を実施した。 

●平成 3０年度末の審議会等への

女性の参画状況は、36.4％であ

った。 

 審議会等総数：59 

 委員総数：835 人 

（うち女性 304 人） 

●鳥栖市男女共同参画行政推進会

議において、女性の参画状況を

報告。今後の女性の参画参画率

向上に向けた取組を決定した。 

前 年 度 の

33.1 ％ か ら

3.3 ポイント

増加したが目

標数値 40％

を下回った。 

同じ人が複数

の審議会等の

委員であるケ

ースも多く、多

様な女性の参

画が課題であ

る。 

引き続き改選

期を迎える審

議会等の所管

課と事前協議

を行い、女性の

参画推進を図

る。 

具体的施策１５ 防災分野における男女共同参画の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２２ 

男女共同参画の視点

を取り入れた防災計

画・マニュアルの整

備／男女共同参画の

視点を取り入れた防

災訓練の実施 

総務課 ●自主防災組織の防災訓練、出前

講座、職員研修の機会を利用して

防災における男女共同の啓発を行

った。 

市が参加した自主防災組織の防災

訓練：１３地区 

出前講座：３回 

職員研修：市町防災力強化専門研

修（１１月５日） 

平常時及び災

害時における

男女共同参画

の視点から理

解を深めても

らうことがで

きた。 

防災計画の見

直し、防災訓練

の際にはでき

るだけ、男女共

同参画の視点

を取り入れて

いきたい。 
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主要施策２ 男女が働きやすい労働環境の整備 
具体的施策１６ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２３ 

市内企業等への啓発

や意見交換 

 

商工振興課 ●鳥栖商工会議所、鳥栖商工会議

所女性会への情報提供及び情報

交換（再掲） 

・佐賀労働局が主催する労働条

件・トラブルに関する相談会

等について、ポスターや市報

により周知を図った。 

・鳥栖商工会議所女性会の総会

に参加し、情報交換を行った。 

※鳥栖商工会議所女性会 

会員数：５０人 

（Ｈ３１.3.31 現在） 

活動内容：経営セミナーなど経

営、労務、税務、そ

の他の講習会の開催 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進する。 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進するた

め、引き続きポ

スターや市報

により周知を

図る。 

事業番号２４ 

労働に関する法制度

やワーク・ライフ・バ

ランスの啓発／仕事

と家庭等のバランス

に配慮する事業所の

事例紹介 

市民協働 

推進課 

●市ホームページで、ワーク・ラ

イフ・バランスに関するページ

を作成し、両立支援に関する制

度等について紹介した。 

市ホームペー

ジで啓発を行

い、市民へ広く

啓発を行った。 

セミナー等の

開催時や、市ホ

ームページ上

で啓発を行う。 
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基本目標３ 男女が自立し安心して暮らせるまちづくり 
 

数値目標 策定時（Ｈ２８） 現状（Ｈ３０） 目標（Ｈ３４） 

介護予防サポーター養成人数 ― 49 人 180 人 

3 歳児健康診査受診率 96.6% 96.4％ 97％ 

健康マイレージ参加者数 
6,640 人 

（基準値：Ｈ26） 
7,875 人 

7,300 人 

（Ｈ32） 

シルバー人材センター会員数 376 人 383 人 420 人 

通いの場 11 ヶ所 29 ヶ所 59 ヶ所 

母子向け特定目的住宅 14 戸 14 戸 20 戸 

 

主要施策１ 個人の自立を支える環境整備 
具体的施策１７ 子育てに困難を抱える家庭の自立支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２５ 

ひとり親家庭への経

済的支援／ひとり親

家庭への自立支援／

家庭児童相談室の設

置 

 

こども 

育成課 

●ひとり親家庭の母親を対象に、

高等職業訓練促進費の支給を行

い、就業に結びつきやすい資格

の取得を支援した。 

高等職業訓練促進費受給者 

：９人 

高等職業訓練促進費支給延月

数：１０２月 

入学支援修了一時金：４人 

●母子自立支援員による相談・指

導を行った。 

相談延件数：５９８件 

経済面での支

援により安心

して資格の取

得に励めるよ

うになった。 

市ホームペー

ジ等を利用し、

制度の周知に

努める。 

事業番号２６ 

経済的に困難を抱え

る家庭への支援 

学校教育課 ●生活困窮の家庭を訪問して、保

護者・児童生徒の困り感を把握

し、適切な指導・支援を行った。 

 訪問件数：１８件 

●フードバンクによる食料支援を

行った。支援件数：１２件 

当該家庭によ

り添った支援

を行ったこと

で、経済的負担

の軽減と教委

との良好な関

係構築に繋が

った。 

関係機関との

情報共有を密

に行い、支援の

充実を図る。 

事業番号２７ 

経済的に困難を抱え

る家庭への支援 

建設課 ●配慮が必要な方向けの特定目的

住宅（母子世帯・多子世帯）を

設定した。 

：多子世帯２戸追加 

新たに多子世

帯向住宅を２

戸確保した。 

福祉部局との

連携を取りな

がら対応して

いきたい。 
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具体的施策１８ 高齢者の生活支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２８ 

各種在宅サービスの

提供／地域における

在宅高齢者の支援 

 

社会福祉課 ●概ね７５歳以上の病弱な一人暮

らし等の方のために、緊急救助

活動を迅速に行えるように緊急

通報システムを設置した。 

緊急通報システム利用者 

：175 人 

●在宅の概ね６５歳以上の一人暮

らし等の高齢者の方で、調理調

達が困難な方へ食の自立支援事

業として、昼食や夕食を自宅ま

で配達し安否確認を行った。  

配食利用者：216 人 

●身近な相談機関として介護保険

のことや問題のある高齢者やそ

の家族の支援のため、市内に４

ヵ所地域包括支援センターを設

置運営し、個別の地域ケア会議

を開催するなど、社会資源を活

用しながら高齢者の総合的な支

援を行った。 

地域ケア会議開催数：30 件 

民生委員、地域

包括支援セン

ター等と連携

を取りながら

高齢者の支援

を行った。 

関係機関との

連携をより一

層深め、支援を

継続する。 

具体的施策１９ 高齢者の自立と社会参加の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号２９ 

シルバー人材センタ

ー事業の支援・拡充 

／介護予防の担い手

の育成 

社会福祉課 ●シルバー人材センター事業への

支援 

  鳥栖市シルバー人材センター

運営の支援をすることにより高

齢者の就業の機会の確保、生き

がいづくりの支援と社会参加の

促進を図った。 

 受託件数：3,472 件 

 会員数：  383 人 

（女性 114 人、男性 269 人） 

●介護予防の担い手の育成 

介護予防に関する一定の知識

と経験を有する介護予防サポー

ターを養成し、介護予防の担い

手の育成を行った。 

養成講座受講者数 49 人 

・会員数及び受

託件数が前年

度より増加し

た。 

会員数：3 人増

加 

受託件数： 

456 件増加 

 

・平成３０年度

は、新たに 18

人の介護予防

サポーター養

成を行った。 

 

・市報等による

広報活動に努

め、シルバー人

材センター事

業の周知を図

る。 

 

 

 

・引き続き、介

護予防の担い

手育成に努め

る。 

事業番号３０ 

食や運動に関する教

室の開催 

 

健康増進課 ●介護予防に関する知識を普及啓

発するための講座や教室、食や

運動教室等を開催した。 

事業を通じて参加者同士の交

流を図り、自主的な取り組みに

つなげる等の工夫を行い、住民

の積極的な参加を促すなど、地

域づくりに資する視点を持ち実

施した。 

出前講座：5 回、178 人 

自主活動支援：489 回 

9,516 人 

リーダーを中

心にまちづく

り推進センタ

ーで継続実施

が出来ている。 

 

講師派遣によ

る出前講座は

社会福祉課と

重複するので

社会福祉課に

整理する。 
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事業番号３１ 

高齢者教室の開催 

 

市民協働 

推進課 

●高齢化社会の中で、いつまでも

地域社会の一員として、いきい

きと生活するために、各まちづ

くり推進センターで多様な情報

に接し、学ぶ機会を提供した。 

鳥栖まちづくり推進センター 

：いきいき講座 

鳥栖北まちづくり推進センター 

：光明大学 

田代まちづくり推進センター 

：やまなみ学級 

弥生が丘まちづくり推進センター 

：からだリフレッシュ教室 

若葉まちづくり推進センター 

：よろず塾 

基里まちづくり推進センター 

：ふれあい講座 

麓まちづくり推進センター 

：ふるさと学級 

旭まちづくり推進センター 

：いきいき生活塾 

変化の激しい

社会情勢や受

講者のニーズ

に対応するた

め講座の充実

に努めた。 

講座のテーマ

や内容の充実

に努める。 

具体的施策２０ 障害者の自立と社会参加の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３２ 

障害のある人の社会

参加の促進／障害の

ある人の自立支援／

障害のある人やその

家族等の相談と援助 

社会福祉課 ●外出介護事業  

延べ利用者数２３３人 

●日中一時支援事業 

 延べ利用者数３１４人 

●地域活動支援センター事業  

延べ利用者数 ２，５５１人 

（身体障害者福祉センター） 

●相談支援事業 

 延べ利用者数 ９，６４３人 

障害者の方の

社会参加を促

進した。 

新規の手帳取

得者には、必ず

制度の説明を

行うなど、引き

続き、広報に努

める。 
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主要施策２ 性と健康を尊重する環境整備 
具体的施策２１ 妊娠・出産・育児期における支援と相談の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３３ 

母子保健事業の推進 

健康増進課 ●ほやほや教室（再掲） 

  生後２か月児と保護者を対象

に、乳児健診や予防接種の受け

方の説明、個別の育児相談を実

施した。 

 開催回数：年間 24 回 

 参加者数：1,265 人 

（内、父親 60 人） 

●ぴよぴよ教室（再掲） 

  生後４か月から６か月までの

乳児の保護者を対象に、管理栄

養士が離乳食の話と試食を実施

した。 

 開催回数：年間 12 回 

 参加者数：557 人 

（内、父親 17 人） 

●健診（妊婦と乳児は医療機関に

委託、他は集団にて実施） 

妊婦健診  

受診者数：延べ 7,820 人 

乳児健診  

受診者数：延べ 1,282 人 

1 歳 6 か月児健診 

受診者数：675 人 

３歳児健診  

受診者数：714 人 

●母子保健推進活動 

母子保健推進員：64 人 

訪問件数：843 件 

教室協力：219 回 

ほやほや教室

の回数を月に

２回実施し、育

児相談の充実

を図っている。 

 

引き続き、事業

実施する。 

具体的施策２２ 性と生殖に関する健康と権利の啓発 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３４ 

性感染症予防等の啓

発／女性が自らの身

体について自己決定

を行い、健康を享受す

る権利の啓発 

健康増進課 ●性感染症の予防 

・HIV 検査普及週間および世界

エイズデーにおいて、保健セ

ンター内にポスターを掲示

し、パンフレットやチラシを

設置した。 

ポスター掲示

やパンフレッ

ト配布により

啓発ができた。 

引き続き、ポス

ター掲示やパ

ンフレット配

布により、啓発

を行う。 

事業番号３５ 

女性が自らの身体に

ついて自己決定を行

い、健康を享受する権

利の啓発 

市民協働 

推進課 

学校教育課 

●中学生を対象に、いのち・性に

ついて講演会を開催した。（市

内全中学校） 

 対象者：鳥栖中学校 全年生 

     田代中学校 全学年 

     基里中学校 全学年 

     鳥栖西中学校 ２年生 

 ※基里中学校においては、学年

ごとにテーマを変えて講演

を実施した。 

 参加者：1,6９５人 

「思春期の体

の知識」「人権

尊重の意識」の

育成につなが

った。 

各学校におい

て、専門家等に

よる講話や、あ

らゆる教科、学

校行事等を通

して、性に関す

る 正 し い 知

識・理解の促進

を図る。 
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具体的施策２３ 性的少数者に対する理解の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３６ 

性的少数者に関する

理解促進のための啓

発 

 

市民協働 

推進課 

●小中学校の先生や男女共同参画

の活動に携わっている方などを

対象に、ＬＧＢＴについてのセ

ミナーを開催した。 

 日時：平成３０年８月９日（木） 

 講師：健崎まひろさん 

 参加者：65 人 

●市ホームページで、男女共同参

画に関する用語紹介のページを

作成し、その中で性的少数者に

ついての理解促進を図った。 

●各セミナー開催時に啓発を行っ

た。 

各セミナー開

催時や、ホーム

ページ等で啓

発を行った。 

引き続き、ホー

ムページ等で

啓発を行う。 
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主要施策３ 生涯を通じた健康づくりの推進 
具体的施策２４ 思春期における健康教育の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３７ 

教育教材等の貸出及

び食と健康に関する

啓発 

 

健康増進課 ●教育教材等の貸出及び情報提供 

各小中学校に性教育に関する教材

の貸出を行った。 

●うらら健康マイレージ（子ども

版）を市内全小学校で実施した。 

●PTA 連合会(母親委員)、食生活

改善推進員と協働で、「夏休み健康

料理教室」を開催した。 

食や健康に関

する意識が向

上した。 

 

 

引き続き、事業

実施する。 

事業番号３８ 

学校における性教育

を含めた健康教育の

実施 

学校教育課 ●小学校低学年から、「いのちの教

育」学習を行い、小学校高学年、

中学校では保健体育の時間を中

心に性教育を含めた、健康教育

を行った。 

●各中学校で、学校医や保健師を

招聘し、性に関する講話を実施

した。 

異性を尊重す

る態度を養う

ことができた。

また、性に関す

る正しい知識

や理解につな

がった。 

小中連携を通

した健康教育

の推進を図る。

また、外部講師

の有効活用を

図りながら、性

教育を含めた

健康教育の一

層の推進を図

る。 

具体的施策２５ 生涯を通じた心身の健康支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号３９ 

乳がんや子宮がん等

の各種健診・予防／健

康マイレージ制度に

よる健康づくりの推

進／更年期等に関す

る相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●乳がん検診、子宮がん検診を、

集団検診、個別検診で実施した。

集団検診については、レディー

スデイとして広報を行った。 

①乳がん検診 

対象者：４０歳以上 

（集団検診）  

実施回数：年間 24 回 

受診者数：1,736 人 

（個別検診）  

実施期間：4 月～3 月(通年) 

  受診者数：952 人 

②子宮がん検診 

（集団検診） 

対象者:20 歳以上(頸部のみ） 

実施回数：年間 29 回 

受診者数：1,914 人 

（個別検診）  

対象者：頸部２０歳以上、 

実施期間：４月～３月（通年） 

受診者数：頸部 1,631 人、 

体部  576 人 

●ヘルスアップ健診（20～39

歳までの若年者対象の健診を

実施。女性には子宮頸がん検

診を同時実施。 

 受診者数：467 人 

 （子宮頸がん受診者 240 人）  

●女性特有のがん検診（子宮が

子宮がんの個

別検診を広域

で実施するこ

となどにより、

受診者の利便

性向上につな

がった。 

（課題） 

国のがん検診

受診率の目標

にまでは達し

ていない。 

健康マイレー

ジの参加者は、

他の世代に比

べ、20～30

代の参加者が

少ない。 

 

引き続き、事業

実施する。 
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事業番号３９ 

乳がんや子宮がん等

の各種健診・予防／健

康マイレージ制度に

よる健康づくりの推

進／更年期等に関す

る相談 

 

 

健康増進課 

 

ん・乳がん検診）節目対象に

無料クーポン券の配布を行っ

た。 

（子宮頸がん対象者） 

20、25、30、35、40 歳

計 2,205 人 

（乳がん対象者） 

40、45、50、55、60 歳

計 2,404 人 

 ●健康マイレージ制度により健

康づくりの推進をおこなっ

た。 

  参加者数：7,875 人 

うち：20 歳以上 2,704 人 

      小学生   5,171 人 

事業番号３９ 

乳がんや子宮がん等

の各種健診・予防／

健康マイレージ制度

による健康づくりの

推進／更年期等に関

する相談 

 

国保年金課 ●集団健診を保健センター・個別

健診を市内指定医療機関で実施

した。 

 ①集団健診：対象者 40～74 歳

（年度末年齢）の国保加入者 

  実施回数：年間１９回（うち

がん検診と同時開催４回） 

 ②個別健診：対象者 40～74 歳

（年度末年齢）の国保加入者 

  期間：６月～３月までの平日

毎日（年末・お盆を除く） 

 ③その他 

  料金は集団・個別健診共に共

通で 500 円で統一し、40・

50・60 歳、70 歳以上（年

齢は年度末年齢）は無料。検

査項目も集団・個別健診は全

て同じ。 

  集団健診は土日も実施。 

④特定健診受診率 

 特定健診受診者  8,682 人 

 特定健診対象者 3,899 人 

 受診率 44.9％ 

 （受診者・対象者は 30 年度

一年間国保の資格を持って

いる人のみ、受診者には特

定健診以外に国保ドック助

成事業利用者・職場健診の

結果の情報提供者も含む） 

受診率は 44.9 

%で過去最高

となった。 

 

受診者数及び

受診率を今ま

で以上に向上

させるため、よ

り一層の啓発

が必要である。 

 

Ｈ29年度実績 

特定健診受診者 

3,537 人 

特定健診対象者 

 8,826 人 

受診率 

 40.1％ 

訪問による受

診勧奨に力を

入れ、未受診者

に健診の必要

性等を理解し

てもらう取り

組みを推進す

る。 

事業番号４０ 

スポーツ教室や健康

づくり教室等の開催 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

振興課 

 

 

 

 

 

 

 

●地域スポーツ活性化事業として

小学生スポーツ教室や健康スポ

ーツ教室を開催した。 

・タグラグビー体験教室 

・卓球体験教室 

・ジュニア硬式テニス体験教室 

・ノルディックウォーキング体験教室 

・市民スポーツセミナー 

・ファミリーウォーキング 

男女の固定的

分担等にとら

われないスポ

ーツの特色を

生かし、だれも

が参加しやす

い教室や大会

の開催に努め、

スポーツ環境

今後もスポー

ツ環境の充実

に努め、市報や

ホームページ

等を使い広報

する。 
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事業番号４０ 

スポーツ教室や健康

づくり教室等の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

振興課 

●地区スポーツ教室を市内 8地区

で開催した。 

対象者：地区住民 

●ミズ・フレッシュスポーツ教室

を開催した。 

毎週金曜日、年間 48 回 

参加者数：延べ 2,127 人 

（一般女性） 

●若さはつらつ教室 

開催時期：4～11 月 

開催回数：市内 8 会場月２回 

（太極拳・ヨガ） 

参加定員：各会場 30 名 

（一般男女） 

参加者数：延べ 1,145 人 

（男性 17 人､女性 1,128 人） 

●青少年体力づくり事業として少

年野球大会、少女ソフトバレー

ボール大会、小学生バドミント

ン大会を開催した。 

●鳥栖市ロードレース大会を鳥栖

スタジアム発着で開催した。 

対象者：小学生～一般 

参加者数：1,036 人 

●鳥栖市スポーツ・レクリエーシ

ョン祭を開催した。 

対象者：一般男女 

参加者数：676 人 

（選手 571 人、役員 105 人） 

●小郡市、久留米市、基山町、鳥

栖市の住民同士の交流を図るた

め、クロスロードスポーツレク

リエーション祭を開催した。 

開催地：基山町 

●市民体育大会（市民スポーツフェスタ） 

 参加者数：400 人 

の充実が図れ

た。 

参加者に偏り

がなく、多くの

市民にスポー

ツやレクリエ

ーション活動

の機会を提供

できるよう、市

報やホームペ

ージ等を使い

広報していく。 

具体的施策２６ 介護予防の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号４１ 

介護予防教室の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介護予防事業 

①いきいき健康教室 

〈定期型〉 

  実施回数：64 回 

  参加人数：544 人 

〈随時型〉 

  実施回数：60 回 

  参加人数：1,268 人 

②ロコモーショントレーニング

教室 

  実施回数：32 回 

  参加人数： 483 人 

③ＴＯＳＵＳＨＩ音楽サロン 

  実施回数：48 回 

  参加人数： 782 人 

・高齢者の身体

状況に合わせ

て多様な介護

予防教室を各

地区のまちづ

くり推進セン

ターで実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

参加者が、介護

予防の目的や

理念を持って

参加する意識

を高めること。

また、高齢者を

支える担い手

の確保を行う

ための事業を

継続する。 
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事業番号４１ 

介護予防教室の開催 

社会福祉課 ④ふまねっと運動 

  実施回数：192 回 

  参加人数：2,715 人 

⑤まちづくりシエンひろば 

  実施回数：96 回 

  参加人数：547 人 

⑥元気クラブ 

実施回数：196 回 

  参加人数：984 人 

⑦元気カフェ 

  実施回数：50 回 

⑧地域巡回介護予防検診 

  実施回数：20 回 

  参加人数：330 人 

●通いの場立ち上げ支援事業 

 各町区の自主的な介護予防活

動である「通いの場」の立ち上

げ支援を行った。 

通いの場立ち上げ箇所数 

10 ヶ所（延べ 29 ヶ所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・通いの場の立

ち上げ支援を

行い、身近な場

所での健康づ

くりや地域コ

ミュニティの

強化を図った。 

事業番号４２ 

介護予防教室の開催 

 

 

健康増進課 ●介護予防に関する知識を普及啓

発するための講座や教室、食や

運動教室等の開催を開催した。

（再掲） 

事業を通じて参加者同士の交

流を図り、自主的な取り組みに

つなげる等の工夫を行い、住民

の積極的な参加を促すなど、地

域づくりに資する視点を持ち実

施した。 

出前講座：5 回、178 人 

自主活動支援：489 回 

9,516 人 

リーダーを中

心にまちづく

り推進センタ

ーで継続実施

が出来ている。 

 

講師派遣によ

る出前講座は

社会福祉課と

重複するので

社会福祉課に

整理 

する。 
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基本目標４ 女性が活躍できる社会づくり【鳥栖市女性活躍推進計画】 

 

数値目標 策定時（Ｈ２８） 現状（Ｈ３０） 目標（Ｈ３４） 

放課後子ども教室参加こども数 7,813 人 7,548 人 9,400 人 

ファミリー・サポート・センター登録

者数 

953 人 

（基準値：Ｈ26） 
1,268 人 

1,300 人 

（Ｈ32） 

地域子育て支援拠点年間利用者数 
28,522 人 

（基準値：Ｈ26） 
41,197 人 

36,000 人 

（Ｈ32） 

ほやほや教室参加率 94％ 99.6％ 100％ 

 

主要施策１ 仕事と生活の調和を図る環境の整備 

具体的施策２７ 多様な保育サービスの提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号４３ 

特別保育事業の充実 

 

こども 

育成課 

●保護者の多様な勤務形態等に対

応するため延長保育事業、一時

預かり事業、休日保育事業、病

後児保育事業を実施した。 

 ①延長保育事業 

  保護者の通勤時間や就労時間

に配慮し、市内全ての保育所で

通常の保育時間を超えて保育を

実施。 

  実施箇所数：20 箇所 

（19 園午後 7 時まで） 

  利用延べ児童数：26,187 人 

 ②一時預かり事業 

  保護者等のパート就労や育児

不安の解消を図るため、保育所

で一時預かりを実施。 

  実施箇所数：10 箇所 

  利用延べ児童数：3,552 人 

 ③休日保育事業 

  保護者の就労形態に配慮し、

日曜日・祝日等に保育を実施。 

  実施箇所数：1 箇所 

  利用延べ児童数：291 人 

 ④病後児保育事業 

  保護者の就労支援と児童の健

全育成の向上を図るため、病気

回復期の児童の保育を実施。 

  実施箇所数：1 箇所 

利用延べ児童数：23 人 

多様化する保

育ニーズに十

分対応した。 

保護者の多様

な勤務形態等

に対応するた

め、引き続き事

業の実施・充実

に努める。 

事業番号４４ 

放課後児童クラブ事

業の充実 

生涯学習課 ●就労等により昼間保護者が家庭

にいない児童の健全育成を図る

ため、放課後児童クラブを開設。 

・放課後児童クラブ数：1９箇所 

・受入対象は１年生から６年生 

・利用人数(通年)：715 名 

・利用人数(長期休暇)：905 名 

申請者が多く、

待機児童が発

生している。 

 

待機児童の改

善のため、環境

整備、指導員確

保等を行って

いく。 
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具体的施策２８ 子育て支援体制の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号４５ 

子育て支援総合コー

ディネート事業の推

進／ファミリー・サポ

ート・センター事業の

推進 

 

こども 

育成課 

●ファミリー・サポート・センタ

ー事業 

子育ての援助を行いたい人

（協力会員）と子育ての援助を

受けたい人（利用会員）の会員

相互による子育ての援助活動を

実施。 

減   利用会員：991 人 

 協力会員：140 人 

両方会員：137 人 

利用件数：2,025 件 

●地域子育て支援拠点事業 

  地域の子育て支援を目的に、

親子の交流の場、子育てに関す

る相談・援助、地域の子育て関

連情報の提供等を行う。全小学

校区で開設（10 ヶ所） 

 年間利用者数 41,197 人 

子育ての多様

なニーズに対

応した。 

・引き続き子育

ての相互援助

活動を実施し、

広めていく。 

・会員同士の交

流やフォロー

アップに努め

る。 

 

 

 

 

・未就園児の親

子の交流の場

として引き続

き実施する 

事業番号４６ 

放課後子ども教室の

開催 

 

市民協働 

推進課 

●放課後子ども教室の開催 

放課後等における子どもたち

の安全で健やかな居場所づくり

を推進するため、各まちづくり

推進センター等において放課後

子ども教室を開催した。 

開催場所：8 地区まちづくり推

進センター、弥生が

丘小学校 

開催日数：延べ 445 日 

参加者数：延べ 7,548 人 

地域における

子どもの居場

所となってい

る。 

引き続き、放課

後等における

子どもたちの

安全で健やか

な居場所づく

りを推進する。 

具体的施策２９ 男性の育児への参加促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号４７ 

子どもクラブ活動等

への参加促進 

 

生涯学習課 ●子どもクラブの育成者を対象に

研修会を行った。 

 テーマ：「熱中症対策と救命救急

処置」 

 日時：4 月 14 日（土）1４:３0～ 

講師：鳥栖三養基地区消防事務組合 

参加者：１０４人 

育成者へ子ど

もクラブ活動

に関する研修

会への参加促

進を図った。 

引き続き、研修

を実施する。 

事業番号４８ 

父親向けの育児講座

の開催 

 

こども 

育成課 

●パパの会（鳥栖市子育て支援セ

ンター） 

 平成 29 年度末をもって鳥栖市

子育て支援センターを廃止した

ため平成 30 年度は実施なし。 

 

－ 
－ 

 

事業番号４９ 

育児教室等の開催 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

●ほやほや教室 

  生後２か月児と保護者を対象

に、乳児健診や予防接種の受け

方の説明、個別の育児相談を実

施した。 

 開催回数：年間 24 回  

 参加者数：1,265 人 

（内、父親 60 人） 

父親も参加で

きるようにし

ているため、家

族で育児を行

う支援につな

がっている。 

引き続き、教室

を開催する。 
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事業番号４９ 

育児教室等の開催 

 

健康増進課 ●ぴよぴよ教室 

  生後４か月から６か月までの

乳児の保護者を対象に、管理栄

養士が離乳食の話と離乳食の試

食を実施した。 

 開催回数：年間 12 回 

 参加者数：557 人（内、父親 17 人） 

事業番号５０ 

授業参観等への参加

促進／教職員への育

児休業の取得の周知

／ＰＴＡ（父親委員

会）活動への参加促進 

学校教育課 ●各小中学校では日曜参観等を開

催し、父親の育児参加を促した。 

●配偶者の就労の有無にかかわら

ず、男性教職員の育児参加を促

進するため、育児休業制度につ

いて周知を図るともに、家事へ

の積極的な参加を促した。 

・日曜参観日に

は、多くの父親

が参観した。 

・育児休業の活

用もあり、家事

参加の促進に

つながった。 

・広報、啓発を

通して、さらに

参加を呼びか

ける。 

・育児休業制度

の周知を一層

図り、男性教職

員の家事参加

を促す。 

具体的施策３０ 男性の家事能力の向上と参加促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５１ 

男性の家事参加を促

す講座の開催 

市民協働 

推進課 

●主催事業の開催 

 男性が気兼ねなく料理を学べるよ

うに初心者向けの男性を中心とし

た料理教室をまちづくり推進セン

ターにおいて開催した。 

 開催場所：旭まちづくり推進セン

ター、若葉まちづくり推進センタ

ー 

 開催日数：4 日間 

 参加者数：59 人 

 

●男性への家事参加を促進するた

め、男性を対象とした料理教室を

開催した。 

日時：平成 30 年 10 月 27 日（土） 

 講師：吉良朋美さん 

 参加者：18 名 

・主食、主菜、

副菜、汁物、デ

ザートとバラ

ンスの良い食

事を心がけ自

ら調理するこ

とを学んだ。 

 

 

 

・親子での参加

者も多く、男性

や子どもに対

し家事参加に

ついて考える

機会になった。 

 

 

・講座のテーマ

や内容の充実

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、男

性の料理教室

を開催し、男性

や子どもに対

し、料理の楽し

さや家事参画

の必要性につ

いて理解して

もらう機会を

提供する。 

具体的施策３１ 仕事と家庭の両立支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５２ 

仕事と家庭の両立支

援に向けた企業の取

組促進 

市民協働 

推進課 

 

商工振興課 

●仕事と家庭の両立支援に関する

情報（「Let’s“ゆとり“！キャ

ンペーン」の募集や労働相談に

関する情報等）の市報及び市ホ

ームページへの掲載、ポスター

掲示、パンフレットの配置（商

工振興課窓口、商工会議所等） 

 

市報・ホームペ

ージを活用し

た情報提供及

び市内事業所

の相談先であ

る商工会議所

での周知によ

り、事業所への

意識啓発を促

した。 

 

 

引き続き、市

報・ホームペー

ジ等により周

知を図る。 
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事業番号５３ 

男性職員の育児休業、

出産補助休暇等の取

得の周知／職員のノ

ー残業デーの推進／

職員の育児短時間勤

務制度の活用 

総務課 ●「にこにこいきいき育児支援プ

ログラム（第２期前期）」、「鳥栖

市における女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計

画」の職員への周知を行い、男

性職員が育児休業を取得しやす

い環境づくりに努めるととも

に、働き方の改革に向けた取り

組みを行うこととし、時間外勤

務時間の縮減に努めた。 

●子育て支援、職員の健康管理の

観点から、ノー残業デーの徹底

を図るとともに、週休日振替等

の運用を図った。 

引き続き、時間

外勤務時間の

縮減及び振替

の徹底が必要

である。 

両立支援等に

係る情報提供

を行いながら、

時間外勤務時

間の縮減を図

る。 

事業番号５４ 

職員の男女共同参画

推進デーの推進 

市民協働 

推進課 

●職員の男女共同参画に対する意

識を高めるために、「男女共同参

画推進デー」を推進している。

職員一人ひとりが男女共同参画

について意識する日とし、仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進日として毎月

実施している。 

引き続き、周知

徹底が必要で

ある。 

引き続き、庁内

ネットワーク

を利用し、「男

女共同参画推

進デー」の周知

に努める。 
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主要施策２ 女性活躍推進のための環境整備 
具体的施策３２ 女性の起業や再就職等の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５５ 

起業に関する情報提

供／就職に関する情

報提供 

 

商工振興課 ●市産業支援相談室を設置し、創

業希望者や創業後間もない創業

者からの各種相談に対し、各種

支援制度の紹介や助言等を行っ

た。 

●関係機関が開催するセミナー等

の市報及び市ホームページへの

掲載、ポスター掲示、パンフレ

ットの配置（商工振興課窓口、

市民コーナー、市産業支援相談

室、商工会議所、市民活動セン

ター等） 

・佐賀職業能力開発促進センタ

ー（職業訓練講座等）：市報掲

載８回 

・ハローワーク鳥栖、その他（就

職相談会、セミナー等）：市ホ

ームページ掲載 

・仕事と家庭の両立支援に関す

る情報（「Let’s“ゆとり“！

キャンペーン」の募集や労働

相談に関する情報等）を市ホ

ームページ及び市報に掲載 

市報・ホームペ

ージを活用し

た情報提供に

より、市民・事

業所への意識

啓発を促した。 

引き続き、市

報・ホームペー

ジ等により周

知を図る。 

事業番号５６ 

再就職支援セミナー

の開催／起業支援セ

ミナーの開催 

市民協働 

推進課 

●女性の再就職支援セミナーの開催 

  子育て中で、再就職や転職を

希望する女性を対象に再就職支

援セミナーを開催した。 

日時：平成30年6月27日(水) 

   9 月 26 日(水) 

   12 月 12 日(水) 

講師：福成有美さん 

   福田和子さん 

   桑田真理子さん 

参加者：延べ 48 人 

ハローワークと

共催すること

で、開催回数や

参加者の増加に

つながった。 

今後も、ハロー

ワークと連携

をとりながら

セミナーを開

催する。 

具体的施策３３ 女性の経済的地位の向上と環境の整備 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５７ 

関係機関と協力した

自営業者等への啓発 

商工振興課 ●鳥栖商工会議所、鳥栖商工会議

所女性会への情報提供及び情報

交換 

・佐賀労働局が主催する労働条

件・トラブルに関する相談会

等について、ポスターや市報

により周知を図った。 

・鳥栖商工会議所女性会の総会

に参加し、情報交換を行った。 

※鳥栖商工会議所女性会 

会員数：５０人（Ｈ３1.3.31 現在） 

活動内容：経営セミナーなど経

営、労務、税務、その他の講習

会の開催 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進する。 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進するた

め、引き続きポ

スターや市報

により周知を

図る。 
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事業番号５８ 

家族経営協定の推進／

関係機関と協力した農

業者への啓発 

 

農林課 ●家族経営協定に関するパンフレ

ットを配布するなど制度の周知

を図った。 

●農業委員会、農業改良普及セン

ターと連携し、家族間の役割分

担や就業条件を明確にした家族

経営協定の締結を推進した。 

平成２９年度 ０件 

平成３０年度 １件 

●県が主催する６次産業セミナー

に関する情報を女性農産品加工

グループに提供した。 

優良事例を紹

介するなど、制

度の更なる周

知が必要であ

る。 

制度の周知に

努める。 

具体的施策３４ 女性の活躍に向けた意識の醸成 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号５９ 

関係機関と協力した

事業所等への啓発／

関係機関との意見交

換会 

市民協働 

推進課 

●市ホームページで、ワーク・ラ

イフ・バランスに関するページ

を作成し、両立支援に関する制

度等について紹介した。 

市ホームペー

ジで啓発を行

い、市民へ広く

啓発を行った。 

セミナー等の

開催時や、市ホ

ームページ上

で啓発を行う。 

具体的施策３５ 女性職員の登用促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号６０ 

女性の活躍推進に向

けた企業の取組促進 

市民協働 

推進課 

 

商工振興課 

●鳥栖商工会議所、鳥栖商工会議

所女性会への情報提供及び情報

交換 

・厚生労働省が主催する女性活

躍推進シンポジウム等につい

て、チラシの設置（市商工振

興課窓口、商工会議所等）に

より周知を図った。 

・鳥栖商工会議所女性会の総会

に参加し、情報交換を行った。 

※鳥栖商工会議所女性会 

会員数：５０人（Ｈ３１.3.31 現在） 

活動内容：経営セミナーなど経

営、労務、税務、その他の講習

会の開催 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進する。 

鳥栖商工会議

所に加入して

いない自営業

者等への啓発

を促進するた

め、引き続きチ

ラシ等により

周知を図る。 

事業番号６１ 

女性職員の管理職へ

の登用 

総務課 ●平成 30 年４月に、新たに次長

級に 1 人、課長級に 1 人、課長

補佐級に 3 人、係長級に 4 人の

女性の登用を行った。 

●男女の区別なく、個々の能力に

応じて人員配置を行った。 

9 人の女性職

員の登用。 

（成果） 

適正な配置。 

引き続き、男女

の区別なく、適

正な人員配置

に努める。 
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基本目標５ 配偶者等に対する暴力の根絶【鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画】 

 

数値目標 策定時（Ｈ２８） 現状（Ｈ３０） 目標（Ｈ３４） 

図書館におけるＤＶ防止に関する資

料数 
12 点 25 点 20 点 

 

主要施策１ ＤＶ被害を防止する啓発推進 
具体的施策３６ ＤＶやセクハラ等の防止に向けた意識啓発 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号６２ 

ＤＶやセクハラ等の

防止に関する意識啓

発／ＤＶの未然防止

のためのセミナーや

講演会等の開催／女

性に対する暴力をな

くす運動週間期間に

おける啓発 

 

市民協働 

推進課 

 

●女性に対する暴力防止に関する

啓発を行った。 

女性に対する暴力をなくす運

動期間（11/12～25）の時期

に合わせ、市報１１月号やホー

ムページにＤＶに関する啓発記

事を掲載するとともに、相談機

関を周知した。また、市内中学

校保護者（約 2000 人）に対し

デートＤＶについての啓発チラ

シを配布した。 

 

・市報やホーム

ページでの啓

発や、市内中学

校へ啓発チラ

シを配布する

など、ＤＶ等に

ついて正しい

理解の促進を

図った。 

 

 

・支援を必要と

する人に支援

が行き届くよ

う、相談窓口等

の広く周知を

図るとともに、

被害を未然に

防止するため

の啓発を行う。 

 

 

 

事業番号６３ 

ＤＶの未然防止のた

めのセミナーや講演

会の開催 

学校教育課 ●中学生を対象に、いのち・性に

ついて講演会を開催した。（市内

全中学校） 

 対象者：鳥栖中学校 全年生 

     田代中学校 全学年 

     基里中学校 全学年 

     鳥栖西中学校 2 年生 

  

 参加者：1,695 人 

・「人権尊重の

意識」や「男女

平等観」の育成

につながった。 

・各学校におい

て、専門家等に

よる講話や、あ

らゆる教科、学

校行事等を通

して、人権尊重

の意識や性に

関する正しい

知識・理解の促

進を図る。 

 

事業番号６４ 

図書館におけるＤＶ

防止に関する図書資

料等の充実 

生涯学習課 ●ＤＶ防止に関する様々な情報や

図書資料等の充実を図った。 

●女性に対する暴力をなくす運動

期間に合わせて、１１月にＤＶ

防止に関するテーマ展示を行っ

た。 

 展示期間： 

 11 月 13 日～12 月 6 日 

多くの来館者

に閲覧、利用し

てもらい、知識

を高める機会

になった。 

（課題） 

より一層の選

書を行い偏り

のない情報提

供に努める。 

今後も多くの

方へＤＶ防止

に関する資料

を紹介するた

め、有効的な広

報、展示に努め

る。 
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主要施策２ 相談体制の充実 
具体的施策３７ ＤＶ被害者支援に係わる相談体制の強化 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号６５ 

相談窓口の周知／庁

内相談担当者間の連

携強化／被害者の安

全と安心の確保／相

談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の推進

／被害者の特性に応

じた相談体制の確立 

 

市民協働 

推進課 

●ＤＶ被害相談窓口の周知 

女性に対する暴力をなくす運

動（11 月 12 日～25 日）にあ

わせ、ＤＶ被害者からの相談機

関に関する情報を市報やホーム

ページに掲載し、周知を図った。 

●女性総合相談窓口開設啓発カー

ドの設置 

 ・名刺サイズ（２つ折り）1,780   

  枚を、市内公共施設及び市内

医療機関（64 ヶ所）の女性

用トイレ等に設置依頼。 

●ＤＶ被害相談窓口のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化 

相談者の負担を軽減し迅速に

対応するために関係課と連携し

相談窓口のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化に努めた。 

●ＤＶ被害者支援関係課の職員を

対象とした連携会議を開催し、

ＤＶ被害者支援についての意見

交換等を行った。 

関係課の担当

者間での情報

共有を図るこ

とで「ワンスト

ップ化」に対す

る意識が高ま

り、円滑な対応

につながって

いる。 

相談窓口の周

知を行うとと

もに、関係課で

連携をし、被害

者の支援を行

う。 

事業番号６６ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

国保年金課 ●関係各課と連携を図り、国民健

康保険に関する相談に応じ、被

害者の支援に努めた。 

相談件数：０件 

今年度につい

ては、相談がな

かった。 

今後も関係課

と連携し、対応

していく。 

事業番号６７ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 

税務課 ●各種証明書発行事務について

は、被害者本人が来庁した場合

のみ発行を行い、その際は顔写

真付き身分証明書の提示を求め

本人確認を徹底している。また、

発行前に市民課へ証明書発行に

問題がないか確認をしている。 

●被害者本人以外の者が来庁した

場合は、関係課へ照会するとと

もに委任状を持参していても証

明書等の発行は行わない。 

関係課と情報

共有すること

で安全の確保

ができた。 

引き続き関係

課と情報共有

に努める。 

 

事業番号６８ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 

社会福祉課 ●障害者虐待防止センターの設置 

実施日：月～金（土日・祝日・

夜間についても対応） 

延べ相談件数：７３５件 

●高齢者虐待コア会議の開催 

 延べ開催件数：8 件 

 

関係機関と連

携し対応した。 

引続き、障害者

虐待防止センタ

ー、地域包括支

援センター等と

の連携を行う。 

必要に応じ、適

切に会議を開催

する。 

事業番号６９ 

庁内相談担当者間の

連携強化／被害者の

安全と安心の確保／

相談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の推

進 

こども 

育成課 

●婦人相談員の配置、女性総合相

談窓口の設置 

実施日：月、水、木、金  

10:00～16:00 

期間：平成３０年 4 月 1 日から

平成３１年 3 月 31 日まで 

延べ相談件数：１４２件 

（うちＤＶ相談件数：６５件） 

窓口の統合に

より相談者の

負担軽減にな

った。 

 

被害が深刻化

する前に、早期

相談につなげ

る。 
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事業番号７０ 

庁内相談担当者間の

連携強化／被害者の

安全と安心の確保／

相談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の推

進 

健康増進課 ●連携強化 

・庁内相談担当者会議等の開催

がある場合は出席する。 

・ＤＶ等に関する相談を受けた

時は、状況を把握し、関係機

関に連絡し、情報を提供する。 

関係課の情報

共有を図るこ

とで、被害者の

安全確保に繋

がった。 

担当者が変わ

っても情報共

有を安全かつ

確実に行う必

要がある。 

DV 担当職員

を各係に 1 人

配置し、被害者

情報の管理を

行う。 

事業番号７１ 

庁内相談担当者間

の連携強化／学校に

おけるスクールカウ

ンセラーの配置及び

相談 

学校教育課 ●市内各小中学校へスクールカウ

ンセラーを配置。 

 配置数：５人（臨床心理士） 

 内 容：毎月保護者に周知し、

児童・生徒及びその保護者の相

談を受ける。（予約制、１件１時

間程度） 

 延べ相談件数：1,３５６件 

学校生活への

適応が困難な

児童生徒やい

じめ・不登校な

どへの対応、保

護者の相談等

の実施により、

児童生徒や保

護者が抱える

個々の問題解

決につなげる

ことができた。 

相談体制を充

実させ、児童生

徒及び保護者

の支援強化を

図る。（カウン

セラー事業の

周知や校内支

援体制の強化） 

 

事業番号７２ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 

市民課 ●DV 被害者に対する住民基本台

帳事務における支援を実施し

た。 

○市内者 

・更新：３６件（９０人） 

・新規：１８件（４３人） 

・終了：１０件（２９人） 

 ○市外者 

・申出：５５件（１３５人） 

・終了：６件 （１０人） 

○支援にいたらない件数：２件 

●関係課と連絡し支援を行った。 

○関係各課との連携 

 ・こども育成課 

：1７件（４２人） 

・社会福祉課 

：１件（１人） 

 

・アクロ端末の

証明書発行停

止や関係各課

へのメールに

より対象者を

周知すること

で、関係課と連

携ができた。 

・新規の相談

は、女性はこど

も育成課の婦

人相談員、６５

歳以上の女性

は社会福祉課

による聴き取

りを行った。 

・警察署の担当者

と協議をする

事で連携強化

ができた。 

・職員が相談を

聞くなかで、

DV 等の該当

の有無の判断

が困難。 

「ＤＶ被害者

支援マニュア

ル」や「ＤＶ等

の被害者支援

における被害

者に係る情報

の保護に関す

る事務取扱要

領」に基づき各

課と連携して

いく。 

事業番号７３ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

建設課 ●ＤＶ被害者等についても、他課

と連携し相談を受け付けてい

る。 

ＤＶ被害者に

対して適切な

対応ができる

よう、関係課と

情報共有を図

った。 

福祉部局と連

携を取りなが

ら対応してい

く。 
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具体的施策３８ 女性（母子）に係わる相談機能の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号７４ 

相談員や担当職員の

研修等への積極的参

加 

 

 

 

市民協働 

推進課 

●担当職員の研修 

女性の様々な相談に適切に対

応するため、各種会議及び研修

会へ積極的に参加した。 

 佐賀県 DV 関係連携会議：1 回 

  

 

各種研修会や

会議に参加す

ることで、DV

を取り巻く複

雑な状況への

認識が深まり、

適切な対応を

行えるように

なった。 

支援を必要と

する人に対し

て適切に支援

できるように、

各種会議及び

研修会に参加

し、関連機関と

の連携を図る。 

事業番号７５ 

相談員や担当職員の

研修等への積極的参

加／女性相談員の設

置と相談 

 

こども 

育成課 

●婦人相談員の配置及び女性総合

相談窓口の設置（再掲） 

実施日：月、水、木、金 

10:00～16:00 

期間：平成３０年 4 月 1 日から 

平成31年3月31日まで 

延べ相談件数：１４２件 

（うちＤＶ相談件数：６５件） 

●婦人相談員、母子自立支援員の

研修・会議の参加により、相談

員の資質の向上に努めた。 

婦人相談員：研修会５回 

      会議５回 

母子自立支援員：研修会２回 

相談者に対し、

より適切な指

導を行えるよ

うになった。 

（課題） 

庁内外の関連

機関との連携

をより強める。 

支援を必要と

する人に対し

て適切に支援

できるように、

関連機関との

連携を図る。 

具体的施策３９ 二次被害を起こさないための体制の強化 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号７６ 

ＤＶ被害者支援マニ

ュアルに基づく支援

／関係課会議の開催 

市民協働 

推進課 

 

こども 

育成課 

・ＤＶ被害者の相談、保護、自立

支援等の体制について、関係窓

口における被害者、加害者の対

応方法や、連携のあり方につい

て、まとめたＤＶ被害者支援マ

ニュアルの見直しを行い、各課

へ配布し、マニュアルに基づい

た支援を依頼した。 

マニュアルに

基づき、ＤＶ被

害者に対し、ス

ムーズに必要

な支援を行っ

た。 

随時、見直し等

を行い、ＤＶ被

害者に対し、必

要な支援を行

う。 
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主要施策３ ＤＶ被害者の自立支援 
具体的施策４０ ＤＶ被害者の自立に向けた支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号７７ 

関係課会議における被

害者支援の検討／就業

支援や法的支援など必

要に応じた情報提供 

 

 

 

 

 

 

市民協働 

推進課 

 

国保年金課 

 

税務課 

 

社会福祉課 

 

こども 

育成課 

 

健康増進課 

 

学校教育課 

 

市民課 

 

建設課 

（市民協働推進課） 

●ＤＶ被害者支援関係課の職員を

対象とした連携会議を開催し、

ＤＶ被害者支援についての意見

交換等を行った。 

（国保年金課） 

●被害者に対する法的支援制度が

ないため、該当なし。 

（税務課） 

●被害者に対する税法的支援制度

はないため、該当なし。 

●被害者本人が来庁し、各種証明

書の発行を求めた場合は顔写真

付き身分証明書の提示を求め、

市民課へ証明書発行に問題がな

いか確認している。 

（社会福祉課） 

●高齢者や障害者に対する暴力や

虐待に関して、関係機関による

会議を開催し、善後策を協議・

実施し、被害を含めた関係者の

支援を図った。 

（こども育成課） 

●ジョブナビ鳥栖での就労支援 

児童扶養手当受給者 支援対象

者数：66 人 

 就職件数：27 人 

（健康増進課） 

●実績なし 

（学校教育課） 

●民生児童委員会（月１回開催）

に各校の管理職が出席し、情報

交換を行っている。 

（市民課） 

●実績なし 

（建設課） 

●市営住宅に関する相談に応じ、

他課と連携し被害者の支援に努

める。入居実績なし。 

庁内連携会議

を開催し、関係

課で連携して

ＤＶ被害者の

支援をできる

よう情報共有

を図ることが

できた。 

毎年度２回、庁

内連携会議を

開催し、関係課

で情報共有を

図る。 

 

事業番号７８ 

市営住宅への優先入居

等の被害者支援 

 

建設課 ●市営住宅への優先措置（母子・

ＤＶ被害者対象） 

・特定目的住宅として、母子世

帯向 1４戸・多子世帯向６戸

を確保している。 

平成３０年度入居実績 なし 

新たに多子世

帯向住宅を２

戸確保した。 

福祉部局と連

携を取りなが

ら対応してい

きたい。 
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主要施策４ 関係機関の連携・協力 
具体的施策４１ あらゆる暴力の早期発見と防止対策 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号７９ 

市民相談における早

期発見 

 

市民協働 

推進課 

●多重債務や家庭内のトラブル等

の相談を受ける際には、相談者

の言動に注意を払い、ＤＶ被害

者の早期発見に努めた。ＤＶ被

害が認められた場合は、庁内の

関係部署と連携し、専門の相談

機関等に関する情報提供と被害

者の安全確保を図った。 

ＤＶ被害と疑

われる場合は

関係部署と連

携することで

早期発見と安

全確保につな

がっている。 

関係部署と連

携し、被害者の

安全確保に努

める。 

事業番号８０ 

要保護児童等対策地

域協議会の開催 

 

こども 

育成課 

●要保護児童等対策地域協議会

（個別ケース会議）により、要

保護児童、ハイリスク家庭へ適

切な対応を行った。 

児童虐待が生

じる家庭は、経

済問題、夫婦関

係の問題など、

多様な問題が

複合的、連鎖的

に作用し、構造

的背景を持っ

ていることが

多い。虐待の要

因を的確に捉

え、関係機関が

一体となった

積極的な支援

が必要である。 

関係機関との

連携を図り、早

期発見・早期対

応に努める。 

事業番号８１ 

各種相談・健診での早

期発見 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 ●訪問事業  

・保健師や助産師によるこんに

ちは赤ちゃん訪問や育児支援

訪問においてＤＶを意識した

問いかけを行っている。 

・母子保健推進員の訪問時ＤＶ等

の相談の報告があった場合に

は、関係機関と連携し早期発

見や防止の対策を行っている 

●健診事業 

・１歳６か月児健診、３歳児健

診においては、問診票のチェ

ック、保護者との面接で早期

発見に努めている。 

・こども育成課や保育所、幼稚

園などから事前に情報提供が

あった場合、１歳６か月児健

診、３歳児健診において特に

意識して対応している。 

●啓発事業 

ほやほや教室での相談や育児

相談等でＤＶや児童虐待など意

識しながら対応している。 

●関係機関との連携 

  ＤＶ被害の疑いがある場合は、

こども育成課や関係団体に情報

を提供し連携をとっている。 

乳幼児の訪問

や幼児健診、育

児相談等でＤＶ

に関する相談

があり対応し

た。 

取組により早

期発見等に成

果があった。 

 

引き続き、事業

を実施する。 
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事業番号８２ 

園児・児童・生徒防犯

防止連絡会議の開催 

学校教育課 ●園児・児童・生徒被害防止対策

会議を２回開催。 

・1 回目 7 月５日(木) 

・2 回目 2 月４日(月) 

・市内保育園、幼稚園、小学校、

中学校、警察、防犯協会、こど

も育成課、教育総務課、校長会 

・被害防止対策の講話や各小学校

区での情報交換を実施。 

幼稚園、保育

園、小学校、中

学校間で、被害

防止について

共通認識を深

めることがで

きた。 

日常的な相互

の連携や警察

等、関係機関と

の連携を強化

し、被害防止に

努める。 

具体的施策４２ 関係機関との連携の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８３ 

ＤＶ支援機関連携会

議への出席／保健福

祉事務所で開催され

るケース会議等への

出席 

市民協働 

推進課 

 

こども 

育成課 

●担当職員の研修（再掲） 

女性の様々な相談に適切に対

応するため、各種会議及び研修

会へ積極的に参加した。 

 佐賀県 DV 関係連携会議：1 回 

  

●婦人相談員、母子自立支援員の

研修・会議の参加により、相談

員の資質の向上に努めた。（再

掲） 

婦人相談員：研修会５回 

会議５回 

母子自立支援員：研修会１回 

各種研修会や

会議に参加す

ることで、DV

を取り巻く複

雑な状況への

認識が深まり、

適切な対応と

二次被害防止

に対する意識

が高まり、相談

者に対し、より

適切な指導を

行えるように

なった。 

庁内外の関連

機関との連携

をより強める。 

支援を必要と

する人に対し

て適切に支援

できるように、

各種会議及び

研修会に参加

し、関連機関と

の連携を図る。 
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計画推進体制の整備 
 

主要施策１ 計画推進体制の充実 
具体的施策４３ 男女共同参画行政推進会議の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８４ 

男女共同参画行政推

進会議の開催 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画行政推進会議を 2

回開催した。 

・第２次鳥栖市男女共同参画行

動計画取組状況報告 

・審議会等委員の女性参画率向

上への対応について決定 

●男女共同参画行政推進会議幹事

会を 3 回開催した。 

・審議会等委員の女性参画率向

上への対応について検討 

審議会等委員

の女性参画率

向上への対応

について決定

した。 

行動計画取組

状況の報告を

し、目標達成に

向けた取組を

強化する。 

具体的施策４４ 男女共同参画懇話会との連携 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８５ 

男女共同参画懇話会

の開催 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画懇話会を 3 回開

催した。 

 第１回：平成 30 年 6 月 25 日（金） 

 第２回：平成 30 年 10 月 30 日（火） 

 第３回：平成 31 年 2 月 26 日（火） 

第２次男女共

同参画行動計

画取組状況に

ついて報告し、

さまざまな立

場から意見を

受けた。 

行動計画取組

状況について

報告し、評価し

てもらう。 

具体的施策４５ 国・県や市民活動団体等との連携と協力 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８６ 

国や県、市民活動団体

等との情報交換 

市民協働 

推進課 

●県主催の会議に参加し、県内市

町と情報交換を行った。 

●とす男女共同参画市民実行委員 

会月例会に参加し、様々なテー

マについて、情報交換を行った。 

●啓発活動については、とす男女

共同参画市民実行委員会へ委託

し、セミナー及びフォーラムに

ついて市と共催で開催した。 

多様なセミナ

ー等を開催で

きたが、今後も

さらにニーズ

に応じたセミ

ナー実施して

いく。 

引き続き、とす

男女共同参画

市民実行委員

会と協力して、

様々なセミナ

ーを開催する。 
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主要施策２ 計画の進捗管理 
具体的施策４６ 計画の進捗管理 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８７ 

実施計画書の策定、推

進状況の報告・評価 

市民協働 

推進課 

●実施計画に基づく事業につい

て、各担当課における実施状

況・取組による成果および課題

を取りまとめ、男女共同参画行

政推進会議及び男女共同参画懇

話会に報告を行った。 

 

取組状況につ

いて、男女共同

参画行政推進

会議及び男女

共同参画懇話

会に報告した。 

各担当課にお

ける事業実施

状況について、

毎年度取りま

とめを行い、男

女共同参画行

政推進会議及

び男女共同参

画懇話会に報

告する。 

具体的施策４７ 市民や事業所等の男女共同参画に関する意識調査等の実施 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号８８ 

市民意識調査等の実

施 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画に関するセミナー

やフォーラムの参加者を対象に

したアンケートを実施した。 

 

セミナー等へ

の参加者の声

や実態を把握

することがで

きた。 

引き続き、セミ

ナー等の参加

者を対象にし

たアンケート

を実施し、次の

事業の企画・実

施する上での

参考とする。 

事業番号８９ 

事業所実態調査の実

施 

 

市民協働 

推進課 

 

商工振興課 

●企業実態調査 

市内企業の従業員数（正規職

員、契約社員、パートタイマー、

中高年齢者、障害者）、平均賃金、

福利厚生（定年制度、育児・介

護休業実績）等についての実態

調査を実施し、労働条件等の把

握に努めた。 

調査数：235 件 

回答数：137 件 

回答率：58.3％ 

調査結果の十

分な分析と具

体的な活用方

法を検討する。 

引き続き調査

実施と、調査結

果の十分な分

析と具体的な

活用方法の検

討。 
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主要施策３ モデル事業所としての市役所づくり 
具体的施策４８ 仕事と家庭の両立支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号９０ 

男性職員の育児休業、

出産補助休暇等の取

得の周知／職員のノ

ー残業デーの推進／

育児短時間勤務制度

の活用 

総務課 ●「にこにこいきいき育児支援プ

ログラム（第２期前期）」、「鳥栖

市における女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計

画」の職員への周知を行い、男

性職員が育児休業を取得しやす

い環境づくりに努めるととも

に、働き方の改革に向けた取り

組みを行うこととし、時間外勤

務時間の縮減に努めた。 

●子育て支援、職員の健康管理の

観点から、ノー残業デーの徹底

を図るとともに、週休日振替等

の運用を図った。 

引き続き、時間

外勤務時間の

縮減及び振替

の徹底が必要

である。 

両立支援等に

係る情報提供

を行いながら、

時間外勤務時

間の縮減を図

る。 

事業番号９１ 

男女共同参画推進デ

ーの徹底 

 

市民協働 

推進課 

●職員の男女共同参画に対する意

識を高めるために、「男女共同参

画推進デー」を推進している。

職員一人ひとりが男女共同参画

について意識する日とし、仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進日として毎月

実施している。 

引き続き、周知

徹底が必要で

ある。 

引き続き、庁内

ネットワーク

を利用し、「男

女共同参画推

進デー」の周知

に努める。 

具体的施策４９ 市職員における男女共同参画の理解の促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号９２ 

男女共同参画に関わ

るテーマを設定した

職員研修の実施 

市民協働推

進課 

●佐賀県男女共同参画推進リーダ

ー研修会の開催 

 日時：平成31年2月19日（火） 

 講師：中村路子さん 

 参加者：24 人 

 対象者：男女共同参画幹事会委

員 

男女共同参画

社会の推進に

関わる市民や

職員を対象に、

理解を深めて

もらう機会に

なった。 

引き続き、研修

機会を提供す

る。 

総務課 ●新規採用職員を対象に、男女共

同参画に関する研修を実施し

た。 

 参加者：18 人 

男女共同参画

への理解を深

めてもらう機

会になった。 

引き続き、新規

採用職員研修

時に男女共同

参画に関する

研修を行う。 

事業番号９３ 

男女共同参画推進の

ためのガイドブック

の充実／男女共同参

画推進デーを利用し

た理解の促進 

市民協働 

推進課 

●「男女共同参画推進デー」を推

進している。職員一人ひとりが

男女共同参画について意識する

日とし、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の推

進日としても位置づけ毎月実施

している。（再掲） 

引き続き、周知

徹底が必要で

ある。 

引き続き、庁内

ネットワーク

を利用し、「男

女共同参画推

進デー」の周知

に努める。 
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具体的施策５０ 女性職員の登用推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号９４ 

女性職員の管理職へ

の登用 

総務課 ●平成 30 年４月に、新たに次長

級に 1 人、課長級に 3 人、課長

補佐級に 1 人、係長級に 4 人の

女性の登用を行った。 

●男女の区別なく、個々の能力に

応じて人員配置を行った。 

9 人の女性職

員の登用。 

 

適正な配置。 

引き続き、男女

の区別なく、適

正な人員配置

に努める。 

具体的施策５１ 職員の人材育成 

事業名称／事業内容 担当課 平成 30 年度事業実施状況 成果・課題 今後の取組 

事業番号９５ 

職員の能力開発研修

への参加促進 

 

関係各課 （税務課） 

●職員研修は、男女を問わず全て

の職員が均等に参加している。 

（まちづくり推進課） 

●職員研修は、男女問わず全ての

職員が均等に参加している。プ

ロジェクト等への参加も担当者

として参加すべきものは、男女

問わず全ての職員が均等に参加

している。 

（健康増進課） 

●健康増進課は全職員数 15 人中

女性が 14 人（男性 1 人）とな

っている。専門的な各種研修会

をはじめ政策立案等の能力開発

研修においても、女性職員が参

加している。 

（商工振興課） 

●職員の各種研修会やプロジェク

ト等へは、女性職員の積極的な

起用・参加を推進した。 

女性が研修の

機会を得やす

い職場づくり

ができている。 

引き続き、女性

が研修の機会

を得やすい職

場づくりに努

める。 

事業番号９６ 

職員の能力開発研修

への参加促進 

 

総務課 ●市町村振興協会主催の第１部研

修に 5 人、議会答弁書作成研修

に 11 人、OJT 研修に 3 人、上

級監督者研修に 3 人が参加した。 

●プレゼンテーション研修に 13

人、接遇クレーム対応能力向上

研 修 に 11 人 、 女 性 の

キャリアアップ研修に 10 人、

セクシャルハラスメント研修に

40 人が参加した。 

個々の能力向

上 

引き続き、職

務・職階に応じ

た研修を行い、

個々の能力の

向上に努める。 
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（１）仕事と家庭の両立支援の充実（具体的施策４８） 

①市役所における育児休業取得者の男女別割合 

 
Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 7 人 159 人 3 人 163 人 9 人 167 人 

男性 2 人 270 人 2 人 269 人 1 人 278 人 

合計 9 人 429 人 5 人 432 人 10 人 445 人 

※年度をまたいで取得している場合は、初めて取得した年度に計上しています。 

 

②市役所における介護休業取得者の男女別割合 

 
Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 1 人 159 人 1 人 163 人 0 人 167 人 

男性 0 人 270 人 0 人 269 人 0 人 278 人 

合計 1 人 429 人 1 人 432 人 0 人 445 人 

※短期介護休暇取得者を除いています。 

 

（２）女性職員の登用推進（具体的施策５０） 

①市役所における女性の管理職登用状況 

 
Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 

職員数 
うち女性 

職員数 
比率 職員数 

うち女性

職員数 
比率 職員数 

うち女性 

職員数 
比率 

部長級 8 人 0 人 ― 8 人 0 人 ― 9 人 0 人 0％ 

次長級 8 人 1 人 12.5％ 7 人 1 人 14.3％ 17 人 2 人 11.8％ 

課長級 32 人 4 人 12.5％ 33 人 4 人 12.1％ 26 人 5 人 19.2％ 

課長 

補佐級 
24 人 8 人 33.3％ 27 人 10 人 37.0％ 36 人 8 人 22.2％ 

係長級 50 人 10 人 20.0％ 46 人 9 人 19.6％ 40 人 12 人 30.0％ 

※各年度４月１日現在（教育長を含まない） 

（１） 仕事と家庭の両立支援の充実（具体的施策４８） 


